
 

 

 

1. 貸借対照表 

科目 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

【流動資産】 67,162,241 【流動負債】 12,213,028

現金預金 51,868,217 買掛金 1,612,457

保険未収金 5,457,370 短期リース債務 622,908

窓口未収金 78,590 未払金 0

健診未収金 3,725,524 未払費用 1,941,473

保健予防未収金 378,934 預り金 1,630,662
医療福祉等附帯事業未収金 2,431,800 預り金（源泉分） 932,249

未収金 438,900 預り金（厚生年金保険分） 75,945

立替金 500 預り金（健康保険分） 42,081

前払費用 570,600 預り金（介護保険分） 7,553
仮払金 0 預り金（住民税分） 42,700

棚卸資産（医薬品） 464,288 賞与引当金 384,400

棚卸資産（診療材料） 1,819,518 未払法人税等 182,500

貯蔵品 0 未払消費税等 1,738,100

貸倒引当金 △72,000 １年内返済予定長期借入金 0

【固定資産】 13,471,624 前受収益（１年以内） 0

　[有形固定資産] 7,176,244 未払金（１年以内） 3,000,000

　建物 1 【固定負債】 16,296,552

　　減価償却累計額 0 1 長期借入金 0

　建物附属設備 4,365,901 長期リース債務 0

　　減価償却累計額 △ 3,783,056 582,845 退職給付引当金 4,329,700
　医療器械 38,174,788 長期未払金（１年超） 11,966,852
　　減価償却累計額　　 △ 34,735,192 3,439,596 長期前受収益（１年超） 0

　器具及び備品 13,890,534

　　減価償却累計額 △ 12,631,178 1,259,356

　車両運搬具 1,578,080 負債の部合計 28,509,580

　　減価償却累計額 △ 306,542 1,271,538 （純資産の部）

　リース資産 3,397,680 【組合員資本】 52,124,285

　　減価償却累計額 △ 2,774,772 622,908 出資金 92,094,000

　[無形固定資産] 458,340 剰余金
　ソフトウエア 458,340 当期未処理損失金 39,969,715

　[その他固定資産] 5,837,040 （うち当期剰余金） 995,232

　　関係団体等出資金 130,000

    長期前払費用 7,040

    差入保証金 5,400,000
  　その他 300,000 純資産の部合計 52,124,285

0

資産の部合計 80,633,865 負債及び純資産合計 80,633,865

2024年3月31日現在
（単位：円）

金額

 

  

決算関係書類 



2. 損益計算書 

事業収益

外来医療収益 40,861,774

健診収益 28,525,557

保健予防収益 11,056,613

　 その他医療収益 91,396

保険査定増減 △ 211,717

医療福祉附帯事業収益 29,100,000 109,423,623

事業費用

材料費 10,092,283

人件費 66,402,716

委託費 10,343,198

減価償却 3,478,191

リース料 177,628

経費 19,056,986 109,551,002

事業利益 △ 127,379

事業外収益

受取利息 279

受取配当金 600

雑収益 1,470,244 1,471,123
事業外費用

支払利息 149

繰延資産償却 0

雑損失 165,702 165,851
経常剰余金 1,177,893

特別利益 0 0

特別損失 0 0

税引前当期剰余金 0 1,177,893

法人税等 182,661

当期剰余金 995,232

当期首繰越損失金 40,964,947

当期未処理損失金 39,969,715

自2023年4月1日　　至2024年3月31日
(単位：円）

科　　目 金　　額

 

  



損失処理案       

                                   (単位：円) 
 

 

 

 

 

 

 

以上のとおり提案いたします。 

2024年 6月 15日 

理事長 榎並 憲治 

  

項 目 金 額 

Ⅰ 当期未処理損失金 

Ⅱ 損失金処理額 

Ⅲ 次期繰越損失金 

39,969,715 

0 

39,969,715 



注 記 表 

１ 重要な会計方針に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   医薬品等 ・・・・・・・・  最終仕入原価法による原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 ・・・・・・・ 定率法。ただし、建物については定額法。 

                リース資産についてはリース期間定額法。 

                なお、平成 28年 4月 1日以後に取得した 

                建物附属設備及び構築物は定額法によって 

                います。 

                主な耐用年数は次のとおりです。 

                 建物付属設備    13 年～15年 

                                  器具備品・医療器械  3年～10年 

②  無形固定資産 ・・・・・・・  定額法。なお、ソフトウェアは利用期間(５年) 

                  に基づく定額法 

(3)  引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 ・・・・・・・・ 債権の貸倒損失に備えるため、法人税法に基づく 

               繰入限度相当額を計上しています。 

   ② 賞与引当金 ・・・・・・・・ 職員に対して支給する賞与の支出に備えるため、 

                  支給見込額に基づく当期負担額を計上していま 

す。 

③ 退職給付引当金 ・・・・・・ 職員の退職により支給する退職給付に備えるため 

                 当期末において職員が退職した場合の要支給額を 

                 計上することとしております。 

 (4)  収益及び費用の計上基準 

    当組合は主に医療業を行っており、組合員（患者又は健診希望者等）に診療、健診等 

    の役務サービスの支配が移転した時点（診察ごと又は健診結果の報告終了ごと等）で 

当該サービスの対価として受け取れると見込まれる金額で収益を認識しています。 

    また、費用については、その発生時点で認識しています。 

(5)  その他決算関係書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 ・・・・・ 消費税等の会計処理は、税込方式を採用しており 

                ます。 

２ 会計方針の変更に関する注記 

  該当事項はありません。 

   

３ 会計上の見積りに関する注記 

  会計上の見積りにより計上した項目であって、翌事業年度に重要な影響を及ぼす可能性 

のある項目はありません。 

 



４ 会計上の見積りの変更に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

５ 誤謬の訂正に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

６ 貸借対照表に関する注記 

 (1) 担保に提供している資産及び担保に係る債務 

    該当事項はありません。 

 (2) 保証債務等に関する注記 

    該当事項はありません。 

 (3) 子法人等及び関連法人等に対する金銭債権又は金銭債務 

    該当事項はありません。 

 (4) 役員に対する金銭債権又は金銭債務 

    該当事項はありません。 

 

７ 損益計算書に関する注記 

  (1)  子法人等及び関連法人等との取引高 

    該当事項はありません。 

(2) 法人税等  

法人税等には法人県民税及び法人市民税並びに受取利息等に係る源泉税（復興特別税 

     を含む）161円が含まれています。 

  (3) 特別損益・特別損失の内訳 

    該当事項はありません。 

(4) 減損損失に関する事項 

    該当事項はありません。 

 

8 退職給付に関する注記 

(1) 退職給付債務の計上 

職員の退職により支給する退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務（簡  

便法による期末自己都合退職要支給額を採用）を退職給付引当金として計上すること 

としています。 

(2) 採用する退職給付制度 

職員の退職により支給する退職給付にあてるため退職一時金制度を採用しています。 

(3) 簡便法を適用した制度の退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表 

    期首における退職給付に係る負債   2,771,200円 

    退職給付費用            1,558,500円 

    期末における退職給付に係る負債   4,329,700円 

※ 当組合は勤続 3 年以上の常勤職員に対してのみ退職金を支給することとしておりま

す。 

  



(4)退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る資産及び負債の 

調整表 

    期末における退職給付債務               4,329,700円 

   期末における退職給付に係る負債            4,329,700円 

   貸借対照表に計上された負債と資産の純額        4,329,700円 

  ※年金資産及び期末における貸借対照表に計上された退職給付に係る資産はありません。 

 (5) 退職給付に関連する損益 

   簡便法で計算した退職給付費用  1,558,500円 

   確定拠出型年金への拠出額       38,500円 

     合    計        1,597,000 円 

 

9 税効果会計に関する注記 

  当組合は税効果会計を適用しておりますが、期末における一時差異が少額であること等 

から繰延税金資産等は計上しておりません。 

 

10 リースにより使用する固定資産に関する注記 

  (1) オペレーティング・リースにより使用する固定資産に関する事項 

賃貸借取引に係る方法により会計処理を行っております。 

 (2) 所有権移転外ファイナンス・リースにより使用する固定資産に関する事項 

    通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っております。 

 

11 関連当事者との取引に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

12 重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

13 その他の注記 

  該当事項はありません。 


